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（１）  実施計画の目的 

実施計画は、基本計画で定められた施策を効果的に実施するための具体的な事務事業等を明確にしたものであり、か

つ、その年次計画及び財政計画を示すもので、毎年度の予算編成の指針となるものです。 

 

 

（２）  実施計画の計画期間 

計画期間は３年間で、ローリング方式により毎年度見直しを行います。 

 

 

（３）  実施計画の対象事業 

対象事業は、実施計画の計画期間において、前期基本計画を推進するために重要となる事業を対象とします。 

    ◆前期基本計画の施策に記載した主要事業に係る事業 

    ◆上記以外で主要事業に相当する事業 

 

 

（４）  実施計画の構成及び事業費 

前期基本計画の施策体系に沿って記載しています。 

平成２８年度事業費は予算額となっており、平成２９年度及び平成３０年度事業費は計画上の事業費となっています。 



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　１　地域福祉の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

3,348 4,000 4,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,348 4,000 4,000

31,855 31,855 31,855

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 31,855 31,855 31,855

3,367 2,576 2,576

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,367 2,576 2,576

20,188 0 0

国・県支出金 20,188

地方債

その他

一般財源 0 0 0

12,000 0 0

国・県支出金 12,000

地方債

その他

一般財源 0 0 0

健康福祉課

健康福祉課
財
源
内
訳

事業費

事業費

財
源
内
訳

5
 年金生活者等支援臨時福祉
給付金事業

２８ ２８新規

「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき
対策」として行う、賃金の引き上げの恩恵が及びにくい
低所得の年金受給者に対して支援を行う。低所得の
障害基礎年金・遺族基礎年金受給者（高齢者向け給
付金支給者を除く）。一人当たり30,000円。対象者約
400人。事務事業費は臨時福祉給付金事業へ含まれ
ている。

２８4 継続 ２８ 臨時福祉給付金事業

消費税引き上げへの対応策として、平成28年10月か
ら平成29年3月までの半年分として、平成28年1月1日
基準日で非課税者へ1人あたり3千円を支給する。事
業費を国が10分の10補助。

健康福祉課
財
源
内
訳

3 民生委員調査活動事業 継続

福祉全般にわたる各種調査を行うとともに、常に地域
の実情把握に努め、行政のパイプ役として、住民福祉
の向上を図る。　民生児童委員　54人。H28.12の改選
後には、民生委員５４人、主任児童委員４人の計５８
人になる予定。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

３０２８

年度別事業費

2 社会福祉協議会 継続

地域福祉活動の拠点である社会福祉協議会の機能
強化のために補助金を交付、また、各種事業の委託
を行うことで地域福祉推進体制の充実を図る。老人・
障害者（児）の相談。施設入所者・ボランテｲア・福祉
号貸出などの事業。H27.4より旧桐信跡地の「まちなか
交流館」へ移転した。

事業費

２８ ３０

事業期間

経営企画課
財
源
内
訳

２８ ３０1 まちなか交流館 継続

（旧）桐生信用金庫玉村支店の跡地を賃貸借契約し、
まちなか交流館として、ふれあいの居場所、放課後児
童クラブ、社会福祉協議会事務所として活用を図る。

事業費
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　　２　子育て支援体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

584,687 584,687 584,687

国・県支出金 495,089 495,089 495,089

地方債

その他

一般財源 89,598 89,598 89,598

95 95 95

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 95 95 95

558 558 558

国・県支出金

地方債

その他 0

一般財源 558 558 558

4,419 4,419 4,419

国・県支出金 2,944 2,944 2,944

地方債

その他

一般財源 1,475 1,475 1,475

151 151 151

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 151 151 151

4 ファミリーサポートセンター 継続 ２８ ３０

5 母子会活動事業 継続 ２８ ３０

会員相互の子育て援助サービス。お子様の預かり：１
時間700円。事業の中で、｢病児・病後児預かり｣も開
始。今後も安定してサービスが実施できるよう、会員
の募集や養成講座の実施について、働きかけていく。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

母子・寡婦および父子家庭の福祉増進をため、親子
行事などの｢玉村町母子会｣の活動に対して、補助金
を交付する。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

2 赤ちゃんの駅設置事業 継続

3 延長保育事業 継続 ２８ ３０

２８ ３０

年度別事業費事業期間

町施設内に、誰でも自由におむつ替えや授乳が行え
るスペース（赤ちゃんの駅）を設置する。また、町内の
スーパ－等（民間施設）にも設置の協力を呼びかけ
る。計１０ヶ所の設置を目指し、Ｈ２６ ９ヶ所、Ｈ２７
７ヶ所。
Ｈ２８以降は毎年４ヶ所ずつ増設したい。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

町立保育所５箇所のうち３箇所で実施中ですが、保護
者の利便性を向上する為、第２保育所と第５保育所に
ついても、検討する（民間保育所の動向を見ながら）。
（延長保育：平日7:00～19:00、土曜日7:00～13:00）

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

1 児童手当支給事業 継続

中学校終了前の児童を養育している人に手当を支給
することにより、家庭における生活の安定、児童の健
全育成・資質の向上を目的とする。支給額（月額）は、
0～3才未満（一律）15,000円、3才～小学校終了前（第
1・2子）10,000円、（第3子以降）15,000円、中学生（一
律）10,000円、特例給付5,000円である。

事業費

２８ ３０ 健康福祉課
財
源
内
訳
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　　２　子育て支援体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

3,750 3,750 3,750

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,750 3,750 3,750

214 160 160

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 214 160 160

産後、昼間に協力が得られず、育児が不安であった
り、困難な方に、１時間500円で家事援助サービスを
提供する。産院を退院して４ヶ月の間に４０時間まで
利用可能。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

6
母子・父子家庭及び交通遺児
修学給付金支給

継続

7 産後ママヘルパー 継続 ２８ ３０

２８ ３０

義務教育中の児童を扶養する、母子・父子家庭に対
し、進級進学時期を控えた時期（３月）に、児童１人に
つき、１５，０００円（年額）を支給する。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

3



　　３　高齢者福祉の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

1,909 1,909 1,909

国・県支出金 716 716 716

地方債

その他 955 955 955

一般財源 238 238 238

4,273 4,273 4,273

国・県支出金 2,500 2,500 2,500

地方債

その他 940 940 940

一般財源 833 833 833

1,731 1,731 1,731

国・県支出金 742 742 742

地方債

その他

一般財源 989 989 989

5,993 5,993 5,993

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 5,993 5,993 5,993

5,744 0 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 5,744 0 0

健康福祉課
財
源
内
訳

事業費

高齢者が生きがいや健康づくり等の社会活動を通じ
て、生活を豊かにするとともに、明るい長寿社会づくり
に資するため、老人クラブ連合会・単位クラブに対し活
動費の補助を行う。 健康福祉課

健康福祉課
財
源
内
訳

年度別事業費

1
高齢者筋力向上トレーニング
事業

継続

転倒骨折の防止及び加齢に伴う運動機能の低下の
防止を目的に、負荷量の調整可能な重錘バンドを使
用し、運動機能の向上に資するトレーニングを行う。

事業費

２８ ３０

事業期間

健康福祉課
財
源
内
訳

2 包括的支援事業 継続

地域包括支援センターの業務として、①総合的な相談
支援②包括的・継続的ケアマネジメント業務③二次予
防高齢者の予防プラン作成業務、を行う。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

３０２８

事業費

事業費

財
源
内
訳

4

玉村町老人福祉センター外壁
改修工事

継続

老人福祉センターは昭和63年3月の開館以来25年が
経過しており老朽化が進行しているため、外壁の雨水
の浸透を防ぐために改修が必要である。平成27年度
に設計を行い、平成28年度に改修を実施する。２８5 ３０

シルバー人材センター運営事
業

２８ ３０継続

就業を通じて、高齢者の社会参加と生きがい高揚を
図るため、補助的・短期的な業務を提供する。

３０3 継続 ２８老人クラブ活動助成事業
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　　３　高齢者福祉の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

2,120 2,120 2,120

国・県支出金 795 795 795

地方債

その他 1,060 1,060 1,060

一般財源 265 265 265

462 462 462

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 462 462 462

事業期間 年度別事業費

高齢者福祉の向上とバス交通の利用促進を図るた
め、町内にバス路線のある運行事業者と提携して、バ
ス利用促進敬老割引バスカードを取り扱う。

事業費

生活環境安全課
財
源
内
訳

7 バス利用促進敬老割引事業 継続 ２８ ３０

6 ふれあいの居場所づくり事業

事業費

財
源
内
訳

健康福祉課継続

退職者が地域で活躍できる場を作り参加することで、
地域の担い手として活動を通じて、生きがいや楽しみ
を生み健康寿命の延伸に結び付くと考え推進します。

２８ ３０
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　　４　障がい者福祉の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

29,821 29,821 29,821

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 29,821 29,821 29,821

26,073 26,073 26,073

国・県支出金 4,875 4,875 4,875

地方債

その他

一般財源 21,198 21,198 21,198

4,000 4,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 4,000 4,000

３０

Ｈ26年度は施設の運営主体となる社会福祉法人「玉
村町社会福祉協議会」に対して現在地での建て替え
のため基本設計費を助成する。玉村町社会福祉協議
会は、Ｈ２８年度も補助金を申請する方向で事業をす
すめる。事業開始は、H29年度事業になる。県国補助
金以外の支出金を社協へ20年間の償還払いとする予
定。支出金額見積　約8千万円。

３０

年度別事業費

1
障害者福祉施設管理運営事
業

継続

指定管理者により、障害者福祉センターのばら、たん
ぽぽにおいて、通所作業を通じ、働く喜び、人とふれ
あう喜びを知ることで家庭や地域で共生し、社会的、
経済的に自立するための支援を行う。施設運営の充
実を図るため、適切な人員確保に努める。平成27年
度から改めて指定管理の指定の協定を町社会福祉協
議会と結んだ。

事業費

２８ ３０

事業期間

3 継続 ２８

２８

障害者福祉センターたんぽぽ
建設事業

2 相談支援事業 継続

健康福祉課

事業費

財
源
内
訳

健康福祉課
財
源
内
訳

健康福祉課

障害者総合支援法において、指定相談支援の適切な
運営を確保するために必要な人員を確保し、相談支
援の充実を図る。事業内容は、基幹相談支援センター
機能、総合支援協議会事務局、障害者（児）相談事
業、虐待防止事業、差別解消法による相談窓口など。

事業費

財
源
内
訳
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　　５　社会保障の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

4,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 4,500 0

315,739 330,894 346,776

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 315,739 330,894 346,776

12,000 6,000

国・県支出金

地方債

その他 10,000 2,000

一般財源 2,000 4,000 0

170,940 171,000 171,000

国・県支出金 82,801 83,000 83,000

地方債

その他

一般財源 88,139 88,000 88,000

114,581 115,000 115,000

国・県支出金 57,290 57,500 57,500

地方債

その他

一般財源 57,291 57,500 57,500

4
福祉医療費支給事業
（子ども等）

継続 ２８ ３０

5
福祉医療費支給事業
（障がい者）

継続 ２８ ３０

子どもの健全な成長と保護者の医療費負担を軽減す
るため、自己負担金の一部を支給する。

事業費

住民課
財
源
内
訳

重度心身障害者や高齢重度障害者を対象に経済的
負担等を軽減するため、自己負担金の一部を支給す
る。

事業費

住民課
財
源
内
訳

介護保険特別会計へ、一般会計から負担する割合分
の繰出金。
1 介護給付費繰出金
2 事務費繰出金
3 低所得者保険料軽減負担金繰出金

事業費

財
源
内
訳

３０

地域包括支援センターが要支援１・２の要介護認定者
のケアプランの作成を行う。

３０

年度別事業費

1
高齢者保健福祉計画・介護保
険事業計画策定事業

継続

老人福祉法に基づく、高齢者保健福祉計画と介護保
険法に基づく介護保険事業計画を策定（３年に１回）。
・作成支援業務委託料
※第6期　H27～29．第7期　H30～32．

事業費

２８ ３０

事業期間

3 継続 ２８

２８

介護予防サービス事業特別会
計繰出金

2 介護保険特別会計繰出金 継続

健康福祉課

事業費

財
源
内
訳

健康福祉課
財
源
内
訳

健康福祉課
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　　５　社会保障の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

3,161 3,180 3,180

国・県支出金 2,156 2,156 2,156

地方債

その他

一般財源 1,005 1,024 1,024

237,942 238,000 238,000

国・県支出金 140,889 141,000 141,000

地方債

その他

一般財源 97,053 97,000 97,000

64,446 65,348 65,348

国・県支出金 41,997 42,487 42,487

地方債

その他

一般財源 22,449 22,861 22,861

後期特会への繰出金。内容は後期高齢者医療保険
に必要な事務費、加入者の健康保持推進を図るため
実施する、人間ドック、保養施設利用の助成金。低所
得者及び保険の被扶養者だった人の保険料軽減分
の財源として、広域連合に納入する保険基盤安定負
担金。

事業費

住民課
財
源
内
訳

8
後期高齢者医療特別会計繰
出金

継続 ２８ ３０

国保特別会計への繰出金。内容は保険税軽減分であ
る基盤安定繰出金、事務費等、出産育児一時金の
2/3、国庫負担金の福祉医療削減分、財政安定化支
援事業拠出金。

事業費

住民課
財
源
内
訳

6 レセプト点検事業 継続

7
国民健康保険特別会計繰出
金

継続 ２８ ３０

２８ ３０

診療報酬明細書の点検を実施することにより、医療費
の適正化を図る。

事業費

住民課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

8



　　６　保健予防・健康づくりの推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

95,695 95,695 95,695

国・県支出金 0 0 0

地方債

その他 0 0 0

一般財源 95,695 95,695 95,695

44,496 44,496 44,496

国・県支出金 682 682 682

地方債

その他

一般財源 43,814 43,814 43,814

76,744 76,349 76,349

国・県支出金 2,832 2,832 2,832

地方債

その他 3,850 3,850 3,850

一般財源 70,062 69,667 69,667

372 372 372

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 372 372 372

23,035 23,000 23,000

国・県支出金 9,202 9,200 9,200

地方債

その他

一般財源 13,833 13,800 13,800

健康福祉課
財
源
内
訳

事業費

住民課
財
源
内
訳

1 特定健康診査事業 継続

年度別事業費

1 感染症等予防事業 継続

感染症対策として定期予防接種･結核検診･新型ｲﾝﾌ
ﾙｴﾝｻﾞ等対策事業を実施する。平成26年度より、水
痘･高齢者肺炎球菌ﾜｸﾁﾝが定期接種に加わった。
又、任意接種として、Ｈ2.4.1以前に生まれた方で妊娠
を希望される夫婦等を対象に大人の風しん予防接種
の助成を行う。

事業費

２８ ３０

事業期間

事業費

財
源
内
訳

健康福祉課
財
源
内
訳

2 母子保健事業 継続

安心して子どもを産み育てるために、妊婦健診、こう
のとり助成事業、母親学級・パパママ教室、こんにち
は赤ちゃん訪問、乳幼児健診、すくすく教室、幼児発
達相談等を実施する。さらに、「未熟児養育医療」の給
付事務を実施する。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

３０２８

３０3 継続 ２８

生活習慣病の予防と早期発見の為に、各種がん検
診、特定健診・特定保健指導、骨粗しょう症検診、歯
周病検診、若年者健康診査等を実施する。がん検診
の受診率向上の為、引続き無料ｸｰﾎﾟﾝ券を発行する。
さらに健康の日ｲﾍﾞﾝﾄとして、講演会や健康ｳｫｰｷﾝｸﾞ
大会等開催する。「（第二次）健康増進計画」を「食育
推進計画」と統合し策定予定。

健康増進対策事業 健康福祉課

4 食育推進事業 ２８

「玉村町食育推進計画“はつらつ玉村食育プラン”」に
基づいて、町全体で食育を推進していく。食育推進事
業を広く町民に周知していくために毎年１回食育イベ
ントを開催する。平成27年度が計画の最終年度にな
る。第二次計画は健康増進計画に統合して作成予
定。

２８ ３０

３０継続

国民健康保険に加入している４０歳から７４歳の被保
険者を対象に健診を実施することにより、早期に生活
習慣病を発見し、重症化を防いで医療費の抑制を図
る。

事業費

9



　　６　保健予防・健康づくりの推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

12,968 13,717 13,717

国・県支出金

地方債

その他 12,218 12,917 12,917

一般財源 750 800 800

2 後期高齢者健康診査事業 継続 ２８ ３０

群馬県後期高齢者医療広域連合健康診査委託契約
に基づき、玉村町後期高齢者医療制度被保険者を対
象に、しなやか健診を実施する。しなやか健診を実施
することにより、健康の保持増進を図り、医療費を抑
制する。

事業費

住民課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

10



　　７　地域医療体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

8,198 8,198 8,198

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 8,198 8,198 8,198

557 557 557

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 557 557 557

事業期間 年度別事業費

休日夜間診療を伊勢崎佐波医師会と伊勢崎佐波医
師会病院へ委託する。　(小児救急医療業務委託料
含）歯科については、伊勢崎歯科医師会が運営してい
る休日歯科診療所に対し、町が運営費の補助を行う。

事業費

２８ ３０
財
源
内
訳

健康福祉課２８ ３０

健康福祉課

2 精神保健事業

事業費

財
源
内
訳

継続

精神科医による精神保健相談を開催し、本人及び家
族の相談支援に努める。さらに、在宅の精神障害者と
家族のために交流の場である「おしゃべり会（サロ
ン）」を開催する。

1 救急医療対策事業 継続

11



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

4,105 4,105 4,105

国・県支出金 820 820 820

地方債

その他

一般財源 3,285 3,285 3,285

60 60 60

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 60 60 60

58,920 58,920 58,920

国・県支出金 36,015 36,015 36,015

地方債

その他

一般財源 22,905 22,905 22,905

1,662 1,662 1,662

国・県支出金 1,108 1,108 1,108

地方債

その他

一般財源 554 554 554

1 幼稚園就園奨励事業 継続 ２８ ３０

町内に在住し、幼稚園に満３歳児、３～５歳児を通わ
せている保護者に対し、世帯の町民税の課税状況に
応じて入園料・保育料を減免し、その経済的負担を軽
減する。

事業費

事業期間 年度別事業費

学校教育課
財
源
内
訳

2 幼稚園第３子以降助成事業 継続 ２８ ３０

町内在住で満３歳児、３～５歳児の保護者で、同一世
帯中の第３子以降が幼稚園に就園している場合、一
人につき６０，０００円を上限に補助（公立幼稚園にお
いては年間保育料を免除）する。ただし、就園奨励費
補助金を優先し、課税状況は問わない。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

3
子ども・子育て支援給付事業
（私立幼稚園等）

新規 ２８ ３０

子ども子育て新制度において、新たに給付を受ける施
設に移行する幼稚園等に対し、国基準の公定価格か
ら保護者負担額を控除した額について給付を行う。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

4 一時預かり事業（私立幼稚園） 新規 ２８ ３０

新制度「子ども子育て支援事業」における「一時預か
り事業」を実施する私立幼稚園に対し、事業委託を行
う。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳
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　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

51 51 51

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 51 51 51

3,877 3,877 3,877

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,877 3,877 3,877

2,423 2,423 2,423

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,423 2,423 2,423

245 245 245

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 245 245 245

269,700 270,750 270,750

国・県支出金

地方債

その他 151,778 146,307 142,970

一般財源 117,922 124,443 127,780

6 確かな学力サポート事業 継続

小中学生の学習状況を調査し、子供達の実態に合っ
たよりよい授業づくりに生かす。小学校２～５年生は
国語・算数の学力と生活習慣の調査、６年生と中学校
１年生は理科・社会を加えて、中学校２・３年生はさら
に英語を加えて実施する。

２８ ３０

8

9

7 いじめのない学級づくり事業 継続

事業費

財
源
内
訳

学校教育課
財
源
内
訳

学校教育課

食材の内訳や産地、栄養分析結果、食味・調理面等
を総合的に判断し、地場産野菜を積極的に使用する。
毎食放射線検査を実施し安全・安心な学校給食を提
供する。給食費は、H２６年度から消費増税に伴い、値
上げを実施した。H27～31年度まで調理等の業務委
託。配送車１台の入替えを実施する。

食育推進事業 継続

学校給食事業 継続 学校教育課

２８ ３０

２８ ３０

２８ ３０

いじめ問題が深刻化している中、いじめの早期発見・
早期解決のため、心理テストQ-U及びhyper-QUを活
用し、子どもたちが楽しい学校生活を送れるよう、望ま
しい学級づくりはもちろん、いじめや不登校等の未然
防止を図る。

事業費

財
源
内
訳

事業期間

学校給食を中心とした学校･家庭･地域の連携による
食育を推進する。食物の栽培や収穫・調理などの食
農体験、体育や家庭科、特別活動などの授業におけ
る食に関する指導等を通して、子供達のたくましい心
身を育む指導を充実させる。

事業費

財
源
内
訳

事業費

学校教育課

年度別事業費

5 わくわく英語ふれあい事業 新規 ２８ ３０

ALTと遊びを通して触れ合うことにより、幼児期から外
国語(英語)や外国人に親しみをもち、外国語(英語)に
対する興味・関心・意欲を高めるとともに、今後の国際
感覚を養う。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳
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　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

3,000 3,200 3,200

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,000 3,200 3,200

3,223 3,223 3,223

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,223 3,223 3,223

373 970 373

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 373 970 373

1,000 1,000 1,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,000 1,000 1,000

1,400 1,400 1,400

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,400 1,400 1,400

事業費

事業費

ＭＡＮＡＢＩプロジェクト 学校教育課
財
源
内
訳

２８

「学校・家庭・地域社会・関係機関等の総力の結集」に
より、確かな力を身に付け心豊かにたくましく生きぬく
子どもの育成につなげる。（あいさつ声かけ運動の展
開、幼保小中の連携促進、教職員研修の充実ほか）

学校教育課
財
源
内
訳

｢一校一改革｣をスローガンに、各小中学校の学校長
のリーダシップのもと、特色ある学校づくりを行う。

教育の内容や方法についての調査研究、教職員の研
修、教育資料の刊行、その他教育の発展・振興に必
要な事項に関する研究、調査及び教育関係職員の研
修を行う。

10

14 学校経営充実事業 継続

研究所員研修事業 継続

継続13

11 外国人子女教育支援事業 継続 ２８

３０

２８ ３０

３０

12 ２８ ３０

学校教育課カウンセラー配置事業 継続 ２８

玉村町スクールカウンセラー４名配置する。子どもた
ち一人一人が明るく生き生きと学習し生活できるよう、
不安や悩みを受け止めながら、幼児・児童・生徒及び
その保護者の支援を行う。

事業費

３０

事業費

財
源
内
訳

学校教育課
財
源
内
訳

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

外国籍の児童生徒のために、ポルトガル語による日
本語指導ができる指導員を「日本語教室」に１名を配
置する。また、タガログ語・中国語による日本語指導
ができる指導員を小中学校に派遣する。

事業期間 年度別事業費
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　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

17,747 17,747 17,747

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 17,747 17,747 17,747

1,541 1,541 1,541

国・県支出金 824 824 824

地方債

その他

一般財源 717 717 717

350 350 350

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 350 350 350

21,401 21,401 21,401

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 21,401 21,401 21,401

12,285 12,285 12,285

国・県支出金 57 57 57

地方債

その他

一般財源 12,228 12,228 12,228

17 特別支援学級助成事業 継続 ２８ ３０

小中学校における特別支援学級での指導、運営にあ
たり助成金を交付し、教材費や活動費の補助をするこ
とにより、一層きめ細やかな児童生徒への指導を図
る。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

18
特別支援教育補助員･介助員
配置事業

継続 ２８ ３０

障がいをもつ児童生徒が在籍する小中学校特別支援
学級に補助員を配置し、通常学級に在籍する肢体不
自由児等に介助員を配置することにより、特別支援教
育の充実を図る。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

19 就学援助費支給事業

事業費

２８継続 ３０
財
源
内
訳

16 特別支援教育就学奨励事業 継続

特別支援学級へ就学する児童生徒保護者の経済的
負担を軽減するため、所得に応じ、必要な経費につい
て国及び町が負担する。

事業費

２８ ３０

全小中学校に教員１名を配置し、少人数指導やティー
ムティーチング（ＴＴ）によるきめ細かな指導を行う。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

２８

学校教育課
財
源
内
訳

学校教育課

経済的な理由により就学困難と認められる児童、生
徒の保護者に対し、義務教育に必要な経費等を援助
する。

３０15 少人数指導たまむらプラン 継続

事業期間 年度別事業費

15



　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

1,920 1,920 1,920

国・県支出金

地方債

その他 1,920 1,920 1,920

一般財源 0 0 0

265,900 0 0

国・県支出金

地方債 185,300

その他

一般財源 80,600 0 0

0 25,000 950,000

国・県支出金 100,000

地方債 450,000

その他

一般財源 0 25,000 400,000

学校教育課
財
源
内
訳

22
南中学校大規模改造（老朽）
事業

新規 ２９ ３０

南中学校は竣工以来、相当期間が経過し、建物の劣
化とともに設備等の老朽化が著しいため、築３０年を
目処に校舎及び体育館の大規模改造を実施し、施設
全体の耐久性を図る。

事業費

20 継続
財
源
内
訳

育英金・奨学金支給事業 学校教育課

高等教育の就学支援として、要保護・準要保護、母子
父子家庭等選考された家庭に育英金・奨学金を支給
する。

事業費

２８ ３０

学校教育課
財
源
内
訳

21 小中学校空調設備設置工事 継続 ２８ ２８

夏場の暑さ対策として、児童・生徒の快適な学習環境
を維持し、適切な教育活動を実施するため、管内小中
学校の普通教室及び特別教室等に空調設備（冷暖房
式エアコン）設置する。

事業期間 年度別事業費

事業費
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　　３　生涯学習の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

562 562 562

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 562 562 562

45 45 45

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 45 45 45

26 26 26

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 26 26 26

120 120 120

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 120 120 120

1,750 1,750 1,750

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,750 1,750 1,750

生涯学習の成果を幅広く生かし、生涯学習に関する
指導者やボランティアの養成・活用を促進する。

事業費

３０5 生涯学習推進事業 継続

生涯学習課

事業費

財
源
内
訳

生涯学習課
財
源
内
訳

家庭教育学級

親子のふれあいやことばの大切さを、０歳児から絵本
を介して伝える為、趣旨を説明した上で、４ヶ月児健
診時に年齢に合った絵本を１冊プレゼントする。また
フォローアップ事業として、１歳６ｹ月児健診時にも年
齢に合った絵本を１冊追加配布する。

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事業費

乳幼児・児童を持つ保護者を対象に、年齢に応じた
「絵本の読み方、選び方」について講座を開催する。
又、幼稚園や小学校などで読み聞かせを行っている
各種団体・ボランティアを対象に、読み聞かせ講習会
を実施して全体的なレベルアップに寄与する。

生涯学習課
子ども育成課
健康福祉課

事業費

生涯学習課３０

生涯学習課
財
源
内
訳

事業費

３０

　乳幼児・児童を持つ保護者を対象に、近年関心の高
い「英語絵本の選定、読み聞かせ方法」を解説する講
座を開催し外国語の本や異文化にふれあう機会を提
供する。３０

３０

3

4 継続

年度別事業費

2 絵本の講座 継続

継続 ２８

２８

事業期間

1 ブックスタート推進事業

子育てを男女共同参画の視点から考え、小・中学生を
持つ父母を対象に家庭の在り方を考える機会を持っ
てもらうため、学校と連携し学習意欲を喚起するよう
啓発、広報を行い、専門講師による、講演やワーク
ショップを開催する。

こどもの本ウオッチング ２８継続

２８

２８
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　　３　生涯学習の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

270 270 270

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 270 270 270

1,384 1,384 1,384

国・県支出金

地方債

その他 515 515 515

一般財源 869 869 869

65 65 65

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 65 65 65

8 継続映画会・ミニシアター

文化センター利用者の拡大のため、啓発と学習支援
の提供、参加者の交流の場をつくる事を目的として開
催する。公民館利用団体等の学習成果発表の場とす
るとともに生涯学習活動への参加促進。３０

財
源
内
訳

２８ ３０

事業費

7 公民館各種教室 継続

生涯学習課

生涯学習課
財
源
内
訳

事業費

生涯学習課

事業費

財
源
内
訳

２８ ３０

学習情報の提供や学習機会の促進により、町民が学
ぶことに喜びを感じたり技能を高めたり知識を深めた
りできるようにする。

２８6 文化センターまつり 継続

事業期間 年度別事業費

夏休や冬休に小ホール等を利用して「映画会」を実施
しています。又、平成25年度よりセンター内の「視聴覚
室」や「研修室３」を利用して、中高年齢層向けの映画
会「ミニシアター」を、月に１回程度のペースで実施し
ています。
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　　４　青少年の健全育成 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

182 182 182

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 182 182 182

50 50 50

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 50 50 50

1,599 1,056 1,056

国・県支出金 64 64 64

地方債

その他

一般財源 1,535 992 992

生涯学習課
財
源
内
訳

継続 ２８

2 継続

青少年育成推進事業3

３０ボーイスカウト・ガールスカウト

事業費異年齢集団の奉仕活動を通し、青少年の自発的な活
動を促進するとともに青少年の健全育成を図る。

２８

生涯学習課1 わくわくキッズ 継続

事業費

財
源
内
訳

２８ ３０

さまざま体験活動を通して、親子の絆を深め、参加者
同士の交流により、心身共に健全な青少年の育成を
図る。

生涯学習課
財
源
内
訳

事業費広報車による定期的に町内での「青少年健全育成」を
呼びかける活動、各行政区での青少年育成推進員の
方々の青少年健全育成啓発活動（非行防止等の啓発
活動）の推進を行う。３０

年度別事業費事業期間
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　　５　文化財・地域資源の保護・活用 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

345 345 345

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 345 345 345

5,500 13,500 2,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 5,500 13,500 2,000

745 472 472

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 745 472 472

2,051 1,500 1,500

国・県支出金 400

地方債

その他

一般財源 1,651 1,500 1,500

195 195 195

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 195 195 195

1

2

３０

4 歴史資料館企画展・特別展

3

継続

年度別事業費事業期間

３０

生涯学習課

生涯学習課

事業費平成15年度より、旧玉村宿地区の歴史資産を生かし
たまちづくりに取り組む。今後も赤煉瓦倉庫の保存・
活用も進めたい。赤煉瓦倉庫の登録化を図る。

平成２９年度を目途に町公共事業に伴い発掘した遺
跡の未刊行５遺跡の報告書刊行に向け取り組んでい
る。文化センター周辺地区土地区画整理事業に伴
い、平成２７年度に発掘調査した福島稲荷木Ⅴ遺跡
については、平成２９年度に報告書を刊行したい。

事業費

財
源
内
訳

３０

町内遺跡発掘調査事業 継続 ２８

歴史資産を生かしたまちづくり
事業

３０

２８継続
財
源
内
訳

郷土芸能保存活動事業 継続

財
源
内
訳

事業費

財
源
内
訳

３０

生涯学習課

重要無形民俗文化財に指定されている郷土芸能の保
存・継承を推進するために、各保存団体（１５団体）に
３０千円を上限に補助する。また、お祭りに必要な太
鼓の修理などに対して補助を行う。

生涯学習課

歴史講座・古文書講座や体験学習会（アンギン編み、
埴輪作り、勾玉作り、昔の遊び）を通して、歴史や文化
に親しむ機会を提供する。平成２６年度に作成した町
の歴史・文化財を紹介する映像「たまむら歌留多でめ
ぐるたまむら歴史さんぽ」を活用し、町の歴史・文化の
PRに努めている。

生涯学習課5 教育普及事業 継続

タイムリーな企画展を心がける。また、学校や児童館
と連携して事業の充実を図る。平成２８年度は玉村ふ
るさとわくわくスタンプラリーを実施し、お祭り（町指定）
の見学や道の駅、歴史資料館に立ち寄ってもらえるこ
とを目指す。

事業費

２８

２８

財
源
内
訳

２８

事業費
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　　６　芸術・文化活動の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

228 228 228

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 228 228 228

1,226 1,226 1,226

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,226 1,226 1,226

55,000 53,500 53,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 55,000 53,500 53,500

63,731 68,040 28,610

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 63,731 68,040 28,610

800 800 800

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 800 800 800

継続文化協会

3 玉村町文化振興財団

5

文化センター設備改修事業

2 親子芸術鑑賞事業

4

玉村町より補助金を受けて（公財）玉村町文化振興財
団が実施する各種文化振興事業内容の精査を行い、
多くの町民が様々な芸術文化事業を鑑賞する機会が
持てるようにする。３０２８

1 音楽フェスティバル

継続

継続

継続

継続 ３０２８

生涯学習課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

２８

文化センターを活用し、美術展等多彩な芸術文化事
業の企画、実施により優れた芸術にふれ親しむ機会
を提供するとともに町民の芸術文化に対する意識の
高揚に資する。

町内で活動している音楽愛好者及び団体や町内の
小・中学校、高校、女子大の活動の成果発表と交流
の場としてのイベント事業を行う。

３０

財
源
内
訳

事業費

生涯学習課

事業費

財
源
内
訳

生涯学習課

生涯学習課

財
源
内
訳

事業費

３０

生涯学習課

３０２８

２８

玉村町文化協会では、町民文化祭(総合芸術展、芸能
発表会）の実施により、文化の振興を図り、情操豊か
なまちづくりに寄与する。

事業費

事業費文化センター設備の修繕や改修を行い、利用者の要
望に応え快適な施設環境を提供する。28年度は外壁
打診調査と空調吸収式冷温水機の交換を、29年度は
大ホール吊物設備改修工事、30年度は、電話交換
機、高圧受電設備、事務所及び収蔵庫の空調入れ替
え、空調集中監視盤入れ替え、図書館移動書棚の入
れ替えを行いたい。

財
源
内
訳
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　　７　スポーツ・レクリエーション活動の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

161 161 161

国・県支出金

地方債

その他 4 4 4

一般財源 157 157 157

3,489 3,489 3,489

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,489 3,489 3,489

2,779 3,000 3,000

国・県支出金

地方債

その他 2,700 2,500 2,500

一般財源 79 500 500

0 0 3,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 0 3,000

50,500 50,500 50,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 50,500 50,500 50,500

事業費

３０ ３０

３０

健康福祉課
財
源
内
訳

健康福祉課

事業費

２８
財
源
内
訳

3 町民体育祭 継続

町民総スポーツを推進し、ふれあいを合言葉に、いつ
でも、どこでも、みんなでできるスポーツ・レクリエー
ションを実践し、体力の向上・健康の保持増進を図り
明るく豊かなまちづくりを目指し、町民体育祭を開催す
る。

社会体育館改修事業 継続

社会体育館は昭和57年の開館以来30年以上が経過
し老朽化が進行しているため、アリーナ床等全面改修
する。平成２９年度から基本設計を行う予定。

4

２８ ３０

5 海洋センター運営事業 継続

海洋センターの管理運営するための事業で、現在は
管理者が運営しており、管理者に支払う経費になりま
す。また、第4保育所移転に伴う海洋センター等の駐
車場整備工事を実施する。

1 町民スポーツ教室 継続

住民相互の交流や健康増進を図るため、フィットネス・
ソフトテニス・サッカー・バドミントン・カヌー・グラウンド
ゴルフ等のスポーツ教室を実施する。

事業費

財
源
内
訳

2 町民参加体育大会 継続

町民の体力の向上と健康増進を図るとともに地域住
民の親睦を深め健康で明るいまちづくりを推進するた
め、町民参加の各種スポーツ大会を開催する。

健康福祉課

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

２８ ３０

２８ ３０

健康福祉課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

事業費
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　　７　スポーツ・レクリエーション活動の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

21,863 22,000 22,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 21,863 22,000 22,000

0 0 5,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 0 5,000

健康福祉課
財
源
内
訳

事業費

事業費

7 総合運動公園改修事業 継続

総合運動公園内の施設を5か年計画で改修するため
の経費になります。概ね改修工事が終了したため、事
業としては終わりになります。今後は管理棟の改修を
検討する。３０ ３０

6
総合運動公園等管理運営事
業

継続

総合運動公園の管理運営するための事業で、指定管
理者に支払う経費になります。

２８ ３０

事業期間 年度別事業費

健康福祉課
財
源
内
訳
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第３章　自然・環境・安全分野　　【豊かな自然と共生する、安全で環境に優しいまち】

　　１　河川・水辺環境の保全 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

4,461 5,000 5,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,461 5,000 5,000

8,044 8,500 8,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 8,044 8,500 8,500

2 水辺の森公園管理事業 継続

事業期間 年度別事業費

1
板井根石公園整備事業
（板井地内）

継続

公園整備工事
・園路設置
・バーベキュー施設設置
・遊具設置　　　　　　　　　等
庭木維持管理
雑草除去　　　　　　　　　　等

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

２８ ３０

都市建設課

岩倉自然公園内
　庭木維持管理
　雑草除去　　　　等

事業費

財
源
内
訳

２８ ３０
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　　２　公園・緑地の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

659 659 659

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 659 659 659

539 539 539

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 539 539 539

20,351 21,000 21,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 20,351 21,000 21,000

15,336 15,500 15,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 15,336 15,500 15,500

都市建設課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

３０

財
源
内
訳

２８ ３０

4

3 北部公園管理事業 継続

・指定管理者制導入よる日常管理、ｻｯｶｰ場、樹木管
理等の他、創意工夫ある公園管理運営の実施
・老朽化したポンプ設備遊具等公園施設の修繕工事

事業費

・指定管理者の導入より創意工夫ある公園管理運営
を実施する。日常的管理、清掃、樹木管理、芝刈等
・老朽化した幼児用遊具を更新する。

事業費

1 緑化愛護団体育成事業 継続

緑豊かな住み良い都市環境を創出するための活動を
行う団体に対してその活動を支援する。

事業費

２８ ３０

2 既存公園協働管理事業 継続

住宅地内にある小さな身近な公園について、地域にお
ける利活用を促進するため、地域住民との協働による
管理を行う。

事業費

都市建設課

都市建設課
財
源
内
訳

２８ ３０東部ｽﾎﾟｰﾂ広場公園管理事業 継続

都市建設課
財
源
内
訳

２８
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　　３　環境保全・環境共生の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

1,543 300 300

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,543 300 300

969

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 969 0 0

7,200 7,200 7,200

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,200 7,200 7,200

139 139 139

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 139 139 139

生活環境安全課
財
源
内
訳

継続
財
源
内
訳

事業費

1 環境基本計画推進事業 継続

事業期間

地球温暖化防止に向け新たに、住宅用太陽光発電シ
ステムの設置者に対し助成を行う。震災後、増加傾向

年度別事業費

２８

2

環境省の策定したガイドラインに基づき、環境への取
り組みを効率的に行うことにより環境に配慮した自治
体としての認証の更新を行う。認証期間は２年です
が、中間年に中間審査を受ける。中間審査は６人日、
更新審査は12人日に手数料210,000円加算となる。

２８２８エコアクション21推進事業 継続

２８継続

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

事業費

子供自然観察隊

3
太陽光発電システム設置整備
助成事業

３０

３０

4

未来を担う子どもたちが、現在の玉村町の自然環境
の状況を観察・学習することにより、自然保護に対す
る意識高揚及び環境保全に関心を持つ人格育成を図
る。講師謝金と参加記念品等

環境モデル事業補助金を環境モデル団体に交付し、
環境保全・環境美化を推進する。また、現環境基本計
画の後期基本計画を策定する。

２８ ３０

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

生活環境安全課
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　　４　生活環境対策の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

491 491 491

国・県支出金

地方債

その他 491 491 491

一般財源 0 0 0

3,474 3,474 3,474

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,474 3,474 3,474

1 犬登録予防事業 継続

2

事業期間 年度別事業費

狂犬病予防法に基づく登録と予防注射の実施、動物
愛護の普及啓発「犬糞取り袋の配布」等を行う。犬専
用車の車検代（2年毎）

２８ ３０

騒音測定については、県の依頼に基づき、環境騒音
測定調査及び特定工場等騒音振動規制基準遵守状
況調査、高速自動車道騒音測定を行う。水質分析に
ついては、水質悪化等の変化を記録し、「環境白書」で
公開している。

３０２８公害対策事業 継続
財
源
内
訳

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

事業費

生活環境安全課
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　　５　廃棄物処理・活用体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

81,575 80,000 80,000

国・県支出金

地方債

その他 10,162 11,000 11,000

一般財源 71,413 69,000 69,000

41,722 41,000 41,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 41,722 41,000 41,000

93,497 94,000 94,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 93,497 94,000 94,000

17,399 18,000 18,000

国・県支出金

地方債

その他 2,862 2,800 2,800

一般財源 14,537 15,200 15,200

3,534 3,900 3,900

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,534 3,900 3,900

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事業費

生活環境安全課

事業費

5 集団回収助成事業 継続

ごみの焼却に伴う焼却灰・ばいじん（焼却残渣）と、不燃物
（不燃残渣）の埋め立て処分を行う。
28年度、枝木や木製家具等の木質系粗大ごみのチップ化
し、バイオマス発電燃料としてリサイクルを図り、焼却量及び
焼却灰の減少を図る。

２８

町内の資源物ステーションより収集したびん、カンと乾電池・
蛍光管を素材ごとに分別し、適正にリサイクルする。H28より
木質ゴミ燃料化処理委託を実施する。
リサイクルセンターが老朽化しているため、点検状況を踏ま
え、順次機器更新、建屋補修を検討していく。28年度には空
き缶プレス機更新、外壁補修を実施予定

２８

生活環境安全課３０

３０

事業費清潔な玉村町を守るため、町内600か所以上のごみス
テーションから可燃ごみと資源物、不燃物の収集運搬
を行う。

２８ ３０

財
源
内
訳

２８

生活環境安全課

生活環境安全課

事業費

生活環境安全課

財
源
内
訳

事業費

財
源
内
訳

家庭から出る粗大ゴミを受け入れ、素材ごとに細かく選別し
分解などの中間処理を行うことでスクラップ処理量を減らし、
極力リサイクルする。
将来的に障害者による分解作業をさらに充実させ、資源化
量の増加と障害者雇用を一層推進させる。３０

1 リサイクルセンター管理事業 継続

一般廃棄物収集運搬事業

継続

3

4

2 一般廃棄物最終処分事業

継続

継続

粗大ゴミ処理事業

２８ ３０

町内自治会やこども会等で実施する、資源物の集団回収に
対して補助金を交付し、ごみ減量の啓発及び団体育成、地
域コミュニティの強化を図る。
しかし、近年、子ども会活動が衰退しており、実施回数、回
収重量とも減少しているため、地区による拠点回収も推進し
ながら事業の充実を図りたい。

事業期間 年度別事業費
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　　５　廃棄物処理・活用体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

1,080 2,500 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,080 2,500 0

295,704 320,000 320,000

国・県支出金

地方債

その他 55,918 56,000 56,000

一般財源 239,786 264,000 264,000

50,000 50,000 50,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 50,000 50,000 50,000

288 288 288

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 288 288 288

生活環境安全課

事業費

事業費

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事業費

生活環境安全課

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

財
源
内
訳

生活環境安全課

２８ ３０

３０

安全で安定的なごみの焼却を行うため、クリーンセンターの
焼却運転管理と定期整備工事や排気ガスをはじめとする測
定を行う。
リサイクルの推進により焼却量は減少させていく。
長寿命化工事で主要焼却設備更新は済んでいるが、更新し
なかった設備機器は老朽化しており今後継続的に補修工事
により対応していく。

年々増加するゴミの減量化を推進するため、家庭にお
いてゴミを自己処理することを目的に「生ゴミ処理機」・
「枝葉粉砕機」の購入者に対して、補助金を交付する。

３０

町内で発生したし尿・浄化槽汚泥の処理を伊勢崎市
及び多野藤岡広域市町村圏振興整備組合に委託。下
水道の普及に伴い減少傾向。

２８

9

8

ゴミ減量化推進事業

し尿処理事業

クリーンセンター管理事業

拠点回収助成事業

事業期間 年度別事業費

２９２８

ごみの減量と紙のリサイクルの推進のため、地区公民館等
に保管庫を設置し、ざつがみの拠点回収を行う地区に対し、
保管庫の設置費用等の補助を行う。
補助金額は、1か所　上限250,000円。
平成29年度中に、全地区での拠点回収実施を目指す。

10

継続

継続 ２８

継続

継続

6
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　　６　防災対策の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

990 1,000 1,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 990 1,000 1,000

1,209 1,200 1,200

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,209 1,200 1,200

1,955 11,739 101,739

国・県支出金

地方債 90,000

その他

一般財源 1,955 11,739 11,739

1,755 1,755 0

国・県支出金 1,175 1,175

地方債

その他

一般財源 580 580 0

都市建設課
財
源
内
訳

1
住宅・建築物安全ストック形成
事業

継続

耐震診断を希望する木造住宅の所有者に対し、診断
士を派遣し耐震診断を行う。
耐震診断結果で総合評点1.0未満の住宅所有者が行
う耐震改修への補助金
改修費用　１／２　上限80万円

事業費

２８ ２９

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

事業費

生活環境安全課
財
源
内
訳

防災倉庫の資機材の整備及び非常食等を購入し、災
害時に備える。

事業費

２８継続

継続

平成２２年度に整備した移動系無線の運用管理を行
う。
また、同報系の整備については、２９年度に設計見直
し、３０年度から整備する。３０２８

３０

1 自主防災組織育成事業 継続

自助・共助・公助が、連携することにより地域の防災力
を向上させるため、自主防災組織への消耗品等の準
備品を支給する。
また、コミュニティ助成事業も活用し、備品等の支援を
する。（4月決定、6月補正）

２８ ３０

2 防災備蓄倉庫整備事業

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

3 防災行政無線
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　　７　消防体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

7,422 7,422 7,422

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,422 7,422 7,422

2,100 2,100 2,100

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,100 2,100 2,100

411,238 420,000 420,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 411,238 420,000 420,000

3,675 5,000 5,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,675 5,000 5,000

23,694 38,000

国・県支出金

地方債 12,200 34,200

その他

一般財源 11,494 3,800 0

事業期間

常備消防の伊勢崎市への委託。
常備消防に係る伊勢崎市と玉村町の案分対象経費を
合計した総事業費を地方交付税法の定めるところによ
り算定された各年度の消防費の基準財政需要額に基
づき案分し、委託料を算出する。また、H28年度からは
常備消防車両関係費及び玉村消防署電気料等も委
託費で計上。

年度別事業費

２８

1 消防団運営事業 継続

団本部及び各分団への運営交付金。
視察研修・ポンプ操法大会（隔年）・花火大会警備・防
災訓練･中継送水訓練・秋季消防点検・歳末特別警
戒・火災予防運動・出初め式等の事業および消防団
活性化事業

２８ ３０

3

2

女性防火クラブ本部及び支部への運営交付金。火災
予防啓発活動を中心に活動、安全･安心大会･防災訓
練時の炊き出し･配布訓練、産業祭時の非常食の配
布・救急救命（ＡＥＤ）講習・秋季消防点検・歳末夜警
慰問等の事業

３０２８女性防火クラブ運営事業 継続

生活環境安全課

生活環境安全課
財
源
内
訳

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

事業費

継続
財
源
内
訳

事業費

4

常備消防委託事業 ３０

5 ２８

消防団車両の更新。【20年】
H28－1分団（水槽付）
H29－2、10分団更新

防火水槽用地の借上げ料、雑用水の負担金などの維
持管理を行う。
また、老朽化した防火水槽並びに消火栓の修理及び
新設を行う。

財
源
内
訳

生活環境安全課

事業費

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

２８

消防車両整備事業【非常備】 継続

継続消防水利管理事業

３０

３０
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　　７　消防体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

15,218

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 15,218 0 0

9 20,000 10,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 9 20,000 10,000

新規

２８

生活環境安全課
財
源
内
訳

生活環境安全課

事業費

財
源
内
訳

事業費

6 消防署敷地拡張事業 継続

消防署北側土地を購入し、駐車場や消防団の訓練場
所として整備する。
H27　土地取得費　　16,250千円
　　　 土砂搬入　　　　2,000千円
　　　　その他　　　　　　172千円
H28　造成整備

２８

築４０年経過した分団詰所の建替え
H28　検討
H29　３分団詰所（移転含む）
H30　９分団詰所３０7 ２８消防団詰所管理事業

事業期間 年度別事業費
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　　８　防犯体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

12,650 12,650 12,650

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 12,650 12,650 12,650

13,614 13,614 13,614

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 13,614 13,614 13,614

2,524 2,524 2,524

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,524 2,524 2,524

3 街頭防犯カメラ設置事業 継続

夜間の犯罪抑止や道路上での衝突事故抑止のため
の防犯灯を、町で一括管理する。
※H28.3月に、2,422基をLED化しリースを開始した。
（町内全街路灯がLED化された。）

町雇用のパトロール隊による町内巡回やパトロール団
体への支援を行い、安全で安心なまちづくりの形成に
役立てる。

２８

２８

事業期間

３０

２８

町内に在住、在学、在勤等する方々の安全・安心に資
するため、街頭防犯カメラを設置する。
（※H28.2月までで、岩倉橋、女子大、五料橋、福島
橋、玉村大橋、伊勢玉大橋の各周辺へ設置済み）３０ 生活環境安全課

生活環境安全課

事業費

生活環境安全課

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事業費

年度別事業費

事業費

財
源
内
訳

1 ＬＥＤ防犯灯設置事業 継続

2 安全・安心まちづくり推進事業 ３０継続
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　　９　交通安全対策の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

4,752 3,038 3,038

国・県支出金 0 200

地方債

その他

一般財源 4,752 2,838 3,038

9,393 9,393 9,393

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 9,393 9,393 9,393

814 814 814

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 814 814 814

生活環境安全課

生活環境安全課
財
源
内
訳

生活環境安全課
財
源
内
訳

児童や高齢者の交通事故防止のため、交通安全運動
時などに啓発品の配布や交通安全教室を開催する。
交通安全宣言マラソン大会を開催し、子どもから大人
まで広く交通安全を呼びかける。

年度別事業費

２８

2

道路反射鏡・ガードレールの補修及び設置、区画線・
路面標示等を設置し、ハード面での交通安全対策を
行う。

３０２８交通安全施設設置事業 継続

継続

事業期間

事業費

事業費

3 交通安全啓発事業 ３０

登校学童の交通指導を中心に交通安全活動を実施
し、また、交通安全教室や各種行事においても交通指
導を行う。
指導員は、3年毎に任期となる。
次回H29改選に伴い、その前年度に人選及び制服作
成を行う。

２８ ３０

財
源
内
訳

事業費

1 交通指導員事業 継続
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第４章　産業経済分野　　【地域経済が元気で就業機会に恵まれたまち】

　　１　時代をリードする農業の振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

25,238 10,000 10,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 25,238 10,000 10,000

300 300 300

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 300 300 300

4,000 4,000 4,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,000 4,000 4,000

92,385 92,385 92,385

国・県支出金

地方債

その他 84,400 84,400 84,400

一般財源 7,985 7,985 7,985

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事業費玉村町の豊かな農産物を地域住民や周辺地域の消
費者、地域の小中学生と共有し、地域に根ざした特産
品の商品化や日頃の生活への利用を図る取組を支援
する。また、生産加工販売施設の設置に合わせた販
売促進について、円滑な運営を支援する。

継続

事業期間 年度別事業費

1
坂東大堰基幹水利施設保全
対策事業

継続

事業費

財
源
内
訳

前橋・伊勢崎・高崎・玉村町の農業用水を確保するた
めに昭和26年に建設されたが、60年経過したため、施
設の老朽化が進み、このままでいくと農業用水の確保
が懸念されるため、大規模な施設修繕を行う。２８

産業祭3

新規4
道の駅玉村宿の施設運営費
用

２８

２８

経済産業課

2 地産地消推進事業 継続

３０

２８

３０

事業費農畜産物のPRと消費拡大を産業祭を通して行うととも
に、新たな農畜産物の紹介や提案を行う場して活用
することで、農業の活性化を推進し、生産者と消費者
が一体となり活力あるまちづくりを推進する。 経済産業課

財
源
内
訳

３０

３０

経済産業課

道の駅玉村宿が開設し、施設共有スペースの維持管
理費および運営委託料等が必要となる。町の事業費
は、収入の状況に応じて、運営費の不足額を負担す
るもので、売り上げにより変動する。

事業費

経済産業課
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　　２　活力ある工業の振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

800 800 800

国・県支出金 400 400 400

地方債

その他

一般財源 400 400 400

7,410 7,400 7,400

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,410 7,400 7,400

3,000 3,000 3,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,000 3,000 3,000

3,000 3,000 3,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,000 3,000 3,000

1,500 1,500 1,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,500 1,500 1,500

継続

4 継続小口資金保証料補助事業

5 創業者融資事業 ２８ ３０

経済産業課
財
源
内
訳

町内で創業するため町指定の融資を受ける際に支払
う保証料の1/2を補助
予算額：１，０００，０００円
町内で創業するため町指定の融資を受ける際に支払
う支払利子を補助
予算額：５００，０００円

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

財
源
内
訳

２８ ３０

事業費

事業費各資金融資を受けた中小企業に対して、支払った利
子の一部を４年間町が補助する。

県信用保証協会に対して、小口資金利用者から減額
した分を補助。

経済産業課

2 企業立地推進事業 継続

3 制度資金利子補給事業 継続

３０

経済産業課２８ ３０
財
源
内
訳

企業立地促進条例に基づき、事業者に対して奨励金
を交付する。玉村町に企業を誘致することにより、産
業の振興及び雇用機会の拡大を図り、経済の発展及
び町民生活の向上に寄与する。

事業費

２８ ３０ 経済産業課

事業期間 年度別事業費

1 新技術・新製品開発推進事業 継続

事業費

財
源
内
訳

町内の中小企業者が、自ら行う新製品・新商品に関す
る開発で、事業化と市場性が見込まれる事業に対して
補助金を交付。補助金は、企業負担２０万円で、県と
市町村が８０万円を補助する。２８
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　　３　魅力あふれる商業の振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

9,300 9,300 9,300

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 9,300 9,300 9,300

経済産業課２８ ３０
財
源
内
訳

地域の商工業を支える玉村町商工会と連携し、経営
指導や各種融資などを強化することにより、町内企業
の活性化を図る。また合わせて、商工会の組織率を
高め、町内企業の交流の促進と結束力を高める。

事業費

事業期間 年度別事業費

1 商工会補助金 継続
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　　４　働きやすい就業環境の創出 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

500 500 500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 500 500 500

800 800 800

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 800 800 800

8 8 8

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 8 8 8

継続5
佐波伊勢崎職業安定協会（負
担金）

２８ ３０

協会に入会することにより、求人活動者への支援を行
う。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

経済産業課

2 「勤労者友の会」事業 継続

３０

経済産業課２８ ３０
財
源
内
訳

町内各企業の就業者同士の連携と交流を深めなが
ら、労働諸問題などを研究・協議を行う「勤労者友の
会」に対して補助金を交付し、就業者同士の情報交流
の拠点とする。なお、現在実施している事業について
は、見直しを行い、更なる効率化を図る。

事業費

事業期間 年度別事業費

1
中小企業退職金共済制度加
入促進事業

継続

事業費

財
源
内
訳

町内事業所で中小企業退職金共済に新規加入者が
いる事業所に対して、町から補助金を支給し、中小企
業従業員の安定と企業主の負担軽減を図る。

２８
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　　５　安全・安心な消費生活の確立 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

5,199 5,199 5,199

国・県支出金 2,462 2,462 2,462

地方債

その他

一般財源 2,737 2,737 2,737

事業期間 年度別事業費

1 消費生活センター 継続

多様化する消費者問題に対応するため、消費者の相
談や育成などを目的とした消費生活センターで実施す
る事業。また、消費者育成にあたっては、セミナーなど
を多く開催し、消費者被害にあわない地域づくりを目
指す。

経済産業課
財
源
内
訳

事業費

２８ ３０
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　　６　観光による地域振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

1,065 1,065 1,065

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,065 1,065 1,065

11,000 11,000 15,000

国・県支出金

地方債

その他 11,000 11,000 15,000

一般財源 0 0 0

100 100 100

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 100 100 100

5,900 5,350 5,350

国・県支出金

地方債

その他 5,900 5,350 5,350

一般財源 0 0 0

1,246 1,246 1,246

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,246 1,246 1,246

継続

継続5
マスコットキャラクター活用事
業

県道１４２号（旧国道３５４号）を中心として開催される
恒例の夏まつり。町内から多くの方に参加してもらい、
活力のあるお祭りにする。

３０

マスコットキャラクター「たまたん」の着ぐるみを各種イ
ベントなどに活用し町の知名度向上を図る。

３０２８

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

事業費

ご当地グルメ特産品開発事業

4 ふるさとまつり事業

継続

2 たまむら花火大会 継続

経済産業課
財
源
内
訳

２８

３０1 観光推進事業 継続 ２８

２８

経済産業課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

事業費玉村町の観光素材の洗い出しを行うととともに、既存
資源を活用した、ツアーなどを企画、実施を図る。観
光ホームページを活用し、情報発信機能の充実を図
る。

財
源
内
訳

２８

玉村町の特産品・ご当地グルメとして、町商工会青年
部が開発した｢たまロンスティック｣の販路拡大および
事業の推進を図るため、事業費の一部を町が補助す
る。

事業費

経済産業課

経済産業課

たまむら花火大会の事業費。
臨時駐車場の増設、二次交通確保などを行い、来場
者の受け入れ態勢を構築。合わせて、年々増え続け
る来場者の安全確保や交通対策のため警備体制の
拡充も行う。

３０
財
源
内
訳

事業費

３０3
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　　６　観光による地域振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

1,365 1,365 1,365

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,365 1,365 1,365

6 ぐるっとたまむら周遊事業 継続 ２８

事業期間

道の駅「玉村宿」を拠点に観光入込客数を増やし、移
住促進につなげるための事業。低速電動バス「ぐるた
ま」を活用した交流人口増加を目指し、歴史資産や自
然散策、各町内イベントへ出向き、観光ルートの開拓
や広報活動を行う。

３０ 経済産業課
財
源
内
訳

事業費

年度別事業費
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第５章　都市基盤分野　　【コンパクトで利便性と快適性が高いまち】

　　１　快適な生活を支える総合的な土地利用の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

8,700 5,000 5,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 8,700 5,000 5,000

事業期間

３０２８

年度別事業費

東毛広域幹線道路が開通し、高崎玉村スマートイン
ターチェンジが整備されたことから、広域交通網の結
節点となる周辺地区の土地利用構想を検討し、土地
利用を促進させ地域の活力を高める。

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

1
高崎玉村スマートIC周辺地区
まちづくり事業

継続
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　　２　魅力ある市街地の形成 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

5,000 5,000 2,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 5,000 5,000 2,000

37,695 53,000 53,000

国・県支出金 5,985 10,000 10,000

地方債

その他

一般財源 31,710 43,000 43,000

546,000 288,000

国・県支出金 20,000 12,000

地方債

その他

一般財源 526,000 276,000 0

２８

３０

事業費

財
源
内
訳

年度別事業費

住みたくなる街並みづくりや愛着のわく地域づくりを目
指して良好な景観形成を推進するため景観計画を策
定する。

事業期間

３０

２８

２８
財
源
内
訳

事業費

1 景観まちづくり事業 継続

2 町営住宅管理事業 継続

都市建設課

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

都市建設課

本地区は文化センターに隣接し、役場周辺の都市交
流拠点と一体となった機能強化と魅力づくりが求めら
れているものの、大半が農地であり、道路等の都市基
盤が未整備であることから、住宅地としての計画的な
土地利用を図るため、道路、公園等の公共施設を整
備し、健全かつ良好な市街地を形成することを目的に
事業を施行するもの。

（長寿命化計画に基づく住戸修繕）
　ﾃﾚﾋﾞｱﾝﾃﾅ設置・浴室ユニットバス化・電気設備増
強・バリアフリー改修

（修繕・補修）
　外壁、屋根塗装、日常的修繕　等

3
文化センター周辺土地区画整
理事業

３０継続
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　　３　機能的な道路網の形成 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

5,563 0 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 5,563 0 0

214,388 200,000

国・県支出金 112,750 110,000

地方債

その他

一般財源 101,638 90,000 0

0 20,000 20,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 20,000 20,000

60,800 60,000 60,000

国・県支出金 30,800 33,000 33,000

地方債

その他

一般財源 30,000 27,000 27,000

3,010 30,000 30,000

国・県支出金 16,500 16,500

地方債

その他

一般財源 3,010 13,500 13,500

継続

道路改良事業　L=420m
・南北　斉田上之手線北道路新設及び
　　　　 道路拡幅
東毛広域幹線道路～（主）高崎伊勢崎線２８ ３０

都市建設課

事業費

財
源
内
訳

都市建設課
財
源
内
訳

事業費

道路改良事業　L=900m
・南北　道路拡張
　　　　　（箱石貫前神社東道路）
　　東部工業団地～広幹道

1
斉田上之手線・社会資本整備
総合交付金事業
（下新田地内）

継続

2

２８

道路改良事業　L=860m
・東西　国道３５４号線道路拡張
　　玉小南の信号～八幡宮入口信号
・南北　斉田上之手線新設及び拡張
　　　　　（給食センター東側道路）
　　旧滝川通り～広幹道

町道２２０号線・社会資本整備
総合交付金事業
（箱石・下之宮地内）

継続 ２８

事業期間

２８

年度別事業費

都市建設課

事業費

都市建設課

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

財
源
内
訳

5
町道２０７７号線・社会資本整
備総合交付金事業
（斉田地内）

4
橋梁長寿命化修繕事業・社会
資本整備総合交付金事業
（町内全域）

継続

橋梁長寿命化修繕事業　Ｎ=27橋
・橋梁の長寿命化修繕計画に基づき町内の町が管理
する橋長１５ｍ以上の橋梁を点検・補修設計及び補修
工事を行う。２８

3
道路改良事業（旧まち交継続
事業）
（板井地内）

継続

・板井まちなかメインルート整備事業
・古川ふれあいロード整備事業
・板井交差点改良工事

２９ ３０

３０

財
源
内
訳

事業費

３０
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　　４　公共交通の整備 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

4,086 1,656 1,656

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,086 1,656 1,656

24,322 24,322 24,322

国・県支出金 1,000 1,000 1,000

地方債

その他

一般財源 23,322 23,322 23,322

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

生活環境安全課
財
源
内
訳

事業費

事業期間

既存路線が廃止となった「前橋～玉村～新町駅」間の
バス路線を運行するバス事業者に対し、経常損益の
赤字分と運行契約に基づく適正利潤を、前橋市と玉村
町で負担する。
※H28は老朽化した車輌1台の入替を、国庫補助を活
用して行う

２８ ３０

年度別事業費

2 乗合タクシー事業 継続

1 路線バス対策事業 継続

２８

町内を巡回する（一部、伊勢崎市・高崎市へ乗り入れ）
公共交通を整備するため、乗合タクシー「たまりん」を
運行し、その運行事業者に対し経常損益の赤字分と
協定に基づく適正利潤を補助する。３０
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　　５　水の適正利用と上水道の整備 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

30,000 30,000 30,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 30,000 30,000 30,000

15,000 50,000 40,000

国・県支出金

地方債 15,000 50,000 40,000

その他

一般財源 0 0 0

205,000 150,000 160,000

国・県支出金

地方債 200,000 140,000 120,000

その他

一般財源 5,000 10,000 40,000

16,000 16,000 16,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 16,000 16,000 16,000

10,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 10,000 0 0

2 上水道配水管整備事業 継続

新設道路などに新たに管を布設し、管網の整備を実
施する。
H28年度（下新田地区）
　Ｌ＝1300ｍ
H29年度（下之宮、箱石地区 他）
　Ｌ＝1800ｍ
H30年度（下新田地区　他）
　Ｌ＝800ｍ

事業費

上下水道課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1 浄水場施設機器更新事業 継続

浄水場施設の機器を計画的に更新する。
○浄水施設（改修）
・２系ろ過機ろ過砂交換
○排水処理施設（機器更新）
・脱水機消耗部品適時交換（毎年度）
○取水井戸改修
・揚水管及びﾎﾟﾝﾌﾟ交換

事業費

２８ ３０

5 不明水対策事業 継続

無収水量が増加したことによる、町内全域の配水管漏
水箇所調査

事業費

3 配水管布設替え事業 継続
財
源
内
訳

4

事業費

財
源
内
訳

漏水対策事業 継続

破損した配水管及び給水管の修繕 事業費

２８ ３０

２８ ３０

安定供給のため、老朽石綿管を耐震管（ＤＩＰ:GX形、
ポリ管)に布設替え
H28年度（下新田、上新田、川井、上福島）
　Ｌ＝3700ｍ
H29年度（上新田、下新田、南玉、上之手）
　Ｌ＝2800ｍ
H30年度（下新田、南玉、箱石）
　Ｌ＝4200ｍ

上下水道課
財
源
内
訳

２８ ２８

２８ ３０

上下水道課

上下水道課

上下水道課
財
源
内
訳
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　　６　下水道の整備 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

96,000 25,000 25,000

国・県支出金 30,000 5,000 5,000

地方債 59,750 15,000 15,000

その他 2,250 1,000 1,000

一般財源 4,000 4,000 4,000

422,000 415,000 415,000

国・県支出金 135,000 166,000 166,000

地方債 262,000 224,000 224,000

その他 20,000 20,000 20,000

一般財源 5,000 5,000 5,000

85,000

国・県支出金 40,000

地方債 45,000

その他

一般財源 0 0 0

3 雨水対策事業 継続
財
源
内
訳

２８ ２８

雨水滝３号幹線設置工事　Ｌ＝180ｍ（総延長Ｌ＝
1,280m）
斎田上之手線・国道354号ﾊﾞｲﾊﾟｽ交差点～水道庁舎
南
ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄB3000×H1500
雨水滝５号幹線調整池（V=3,000m3)

事業費

上下水道課

事業期間 年度別事業費

1
公共地区幹線整備事業
（下新田、福島）

継続 ２８ ３０

市街化区域（一部市街化調整区域）
管渠工事　Ｌ＝500ｍ
平成28年度継続（下新田）
平成28年度着工（文化ｾﾝﾀｰ周辺）
平成29年度長寿命化計画策定

事業費

２８ ３０

市街化調整区域
管渠工事　Ｌ＝18,000ｍ
実施設計　Ｌ＝8,000ｍ
平成28年度継続（板井、斎田、下之宮、川井、南玉、
箱石、飯倉）
平成28年度着工（五料）
平成28年度実施設計（樋越、箱石）

事業費

上下水道課
財
源
内
訳

上下水道課
財
源
内
訳

2

特環地区幹線整備事業
（板井、斎田、樋越、下之宮、
川井、角渕、八幡原、南玉、箱
石、飯倉、五料）

継続
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第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　１　住民自治のまちづくりの推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

170 170 170

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 170 170 170

900 900 900

国・県支出金

地方債

その他 900 900 900

一般財源 0 0 0

7,374 7,374 7,374

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,374 7,374 7,374

10,450 10,450 10,450

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 10,450 10,450 10,450

4 広報たまむら発行事業 継続

町の情報を提供することにより、町民と情報を共有す
る。また、町民が必要な情報を提供する。

２８ ３０

事業費

総務課
財
源
内
訳

年度別事業費

事業費

経営企画課
財
源
内
訳

事業費

経営企画課
財
源
内
訳

本町のまちづくりを担う人々を対象とし、まちづくりへの想い
を共有する「自治まちづくり広場」を開催する。
併せて、協働によるまちづくりへの意識向上を図る職員研修
を行う。

事業期間

２８ ３０

２８ ３０

協働によるまちづくり基金を活用し、地域の身近な課題を解
決できるよう協働関係を築く足掛かりとするため、住民活動
団体の支援を行う。

3 住民活動サポートセンター 継続

1
協働によるまちづくり推進事業
（一般経費）

継続

2
協働によるまちづくり推進事業
（提案事業補助金）

継続

経営企画課
財
源
内
訳

事業費住民活動団体の育成及びその自律支援、並びに他の主体
との協働によってまちづくりが推進されるようコーディネート
する機能を強化する。

２８ ３０
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　　１　住民自治のまちづくりの推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

5,183 5,183 5,183

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 5,183 5,183 5,183

600 600 450

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 600 600 450

３０6 ２８

ＦＭラジオから町の情報を発信し、住民へ町からのお
知らせをリアルタイムに周知する。また、災害時にお
ける緊急放送に関する協定書を締結し、災害時の緊
急放送について検討をする。継続行政情報発信事業 ２８ ３０

岩倉自然公園における公園利用促進・環境維持を目
的とし公園管理の一部を住民参加型の自主活動によ
り自然公園としての活用を図る。協働によるまちづくり推進事業

（岩倉水辺の森有効活用プロ
ジェクト）

事業費

総務課
財
源
内
訳

5

経営企画課
財
源
内
訳

事業費

継続

事業期間 年度別事業費
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　　２　コミュニティの育成 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

2,500 2,500 2,500

国・県支出金

地方債

その他 2,500 2,500 2,500

一般財源 0 0 0

2,000 2,000 2,000

国・県支出金

地方債

その他 2,000 2,000 2,000

一般財源 0 0 0

300 300 300

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 300 300 300

1 コミュニティ助成事業 継続 総務課
財
源
内
訳

事業費

事業費

総務課
財
源
内
訳

経営企画課
財
源
内
訳

年度別事業費事業期間

事業費コミュニティの健全な発展を図ることを目的に、宝くじ
の普及広報事業費として補助対象となる地区公民館
等の施設又は設備の整備を推進するコミュニティ助成
事業を行う。２８ ３０

３０3

町内の手入れの行き届いた自宅等の庭を、一定期
間・一定条件の下に一般公開することで、ガーデニン
グ実践者のコミュニテイ構築や観光客の誘致を目指
す。継続オープンガーデン事業 ２８

2 魅力あるコミュニティ助成事業 継続

市町村振興宝くじの交付金等を財源とし、自治会や町
内会などの地域コミュニティ組織が実施するもので、
同一年度内で完了することが見込まれる設備・施設の
整備に対し、町を通じて助成するもの。２８ ３０
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　　３　地域間連携・交流の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

3 3 3

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3 3 3

30 30 30

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 30 30 30

78 78 78

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 78 78 78

500 500 500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 500 500 500

経営企画課

経営企画課

経営企画課
財
源
内
訳

経営企画課

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事業費

事業期間

２８ ３０

３０

年度別事業費

事業費地方拠点法に基づき、地方拠点都市地域において都
市機能の増進及び居住環境の向上を図る。

事業費

２８

３０

３０

玉村町と友好都市提携を結ぶ長野県山ノ内町及び群
馬県昭和村、茨城県茨城町、並びにその他自治体と
の広域的な交流を深め、相互の理解と友好親善に寄
与することを目的とする玉村町友好交流協会の活動
を支援する。

関越自動車道及び北関東自動車道沿線の自治体
が、地域連携軸促進イベントの開催や観光情報・地域
情報の発信などを行い、連携・交流を図る。また、災
害時における相互支援を連携して行う。

２８

本町の魅力を全国に広めるとともに、地域振興を図
る。　　　　　　　　　　　　　　　・観光、特産品等のＰＲ活
動　　　　　　　・移住、定住の促進活動
・企業の誘致活動　　　　　　　　　　　　　・魅力あるまち
づくりへの提言など

２８

事業費

財
源
内
訳

1 継続

3

4

継続2

玉村町友好交流協会補助金

群馬県央拠点都市地域整備
推進協議会（負担金）

継続

北関東・新潟地域連携軸推進
協議会（負担金）

玉村ふるさと大使 継続
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　　４　国際交流の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成２９年度 担当課

360 360 360

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 360 360 360

108 108 108

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 108 108 108

6,600 6,600 6,600

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 6,600 6,600 6,600

1,000 1,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 1,000 1,000

2 窓口通訳業務 継続

1 国際交流協会 継続

定住外国人への日本語教室や、日本人と外国人が交
流できるイベントを開催する玉村町国際交流協会に対
し、活動を支援する。

事業期間

事業費

２８ ３０

月2回×2時間程度、外国語通訳人を役場窓口に配置
し行政通訳業務を行う。

２８ ３０ 経営企画課
財
源
内
訳

年度別事業費

事業費

経営企画課
財
源
内
訳

事業費

２８ ３０ 学校教育課
財
源
内
訳

３０

3 中学生海外派遣事業 継続

外国の生活や文化にふれることにより、次代を担う国
際感覚豊かな広い視野を持つ青少年の育成を目的
に、中学生２０名をアメリカ合衆国ワシントン州エレン
ズバーグ市へ派遣する。

4 エレンズバーグ交流事業 継続

中学生海外派遣事業のホームステイ受け入れ先であ
るエレンズバーグのボランティアやその家族を招致
し、日本や玉村町の文化や生活の体験をとおして相
互交流を図る。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

２８
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　　５　人権の尊重 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

156 156 156

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 156 156 156

377 377 377

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 377 377 377

1 人権啓発事業 継続

年度別事業費

事業費

経営企画課
財
源
内
訳

人権講演会の開催や啓発物品の配布を行う。人権課
題に対する正しい理解と認識を広め、人権意識の高
揚を図る。

事業期間

２８ ３０

生涯学習課
財
源
内
訳

2 人権教育推進事業 継続

人権教育推進委員会により、日本国憲法で保障され
ている基本的人権を尊重して、人権にかかわる諸問
題の解消を目指して各種団体の責任者、行政関係、
学校教育関係の連携組織で人権教育推進の基盤を
構築する。

事業費

２８ ３０
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　　６　男女共同参画社会の実現 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

114 114 114

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 114 114 114

0 5,000 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 5,000 0

経営企画課
財
源
内
訳

年度別事業費

事業費

経営企画課
財
源
内
訳

2 男女共同参画計画策定事業 新規

1 男女共同参画推進事業 継続

男女共同参画社会の実現に向け、行政、事業所、住
民が一体となり、総合的かつ計画的に施策を展開す
る。講演会の開催や男女共同参画計画策定の基礎資
料とするための住民意見交換会を開催する。

事業期間

事業費

２８ ３０

男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画
的に一層力強く推進するため、男女共同参画計画を
策定する。

２８ ３０
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　　７　行政改革の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

101,579 101,579 101,579

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 101,579 101,579 101,579

24,816 24,816 24,816

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 24,816 24,816 24,816

2,453 2,453 2,453

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,453 2,453 2,453

330 330 330

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 330 330 330

162 162 162

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 162 162 162

基幹業務総合情報システムの管理事業（基幹業務を
電算処理を行うことにより住民サービスの向上と効率
化を図る）
※平成24年1月1日～平成28年12月31日

事業期間

２８ ３０
財
源
内
訳

3 経営改革推進事業 継続

経営改革に関する有識者会議を設置し、経営改革の
推進を図る。また、組織活性化研修及び経営改革個
別研修を実施し、職員の資質向上を図る。

２８ ３０

2 OA推進事業 継続

1 基幹業務総合情報システム 継続

事業費OA推進事業
（財務会計システム、グループウェアシステム、庁内
LANシステム機器等の安定稼働や全庁の情報セキュ
リティ教育及び管理）
※平成26年10月1日～平成31年9月30日

２８ ３０

5 ３０２８

専門講師を招き、職員を対象に接遇研修を行なう。ま
た、サービスアップ委員会を開催し、便利で優しい役
場の実現を目指す。

総務課
財
源
内
訳

事業費

継続人事評価制度 ２８ ３０4

継続
職員研修事業
（接遇研修）

職員個々の意識や能力及び組織全体の職務遂行力
を高めるため、職員評価制度を実施する。評価制度
の精度を高めるため、業績評価研修及び人事評価研
修を行う。また、隔年で被評価者研修も行う。

事業費

事業費

総務課
経営企画課

財
源
内
訳

総務課
財
源
内
訳

経営企画課
財
源
内
訳

年度別事業費

事業費

経営企画課
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　　７　行政改革の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

1,387 1,387 1,387

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,387 1,387 1,387

558 558 558

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 558 558 558

2,247 2,247 2,247

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,247 2,247 2,247

6 ２８

　メール配信システム事業
（登録をさせた方を対象に、防災情報・防犯情報・気象
情報・町政情報などをメールで配信するシステム。
　災害時など、職員の安否確認を行う手段としてメー
ル使用し確認、連絡を行うシステム。）

メール配信システム 経営企画課
財
源
内
訳

事業費

継続

経営企画課
財
源
内
訳

事業費

事業費

経営企画課
財
源
内
訳

8

継続

ホームページ事業 新規

総合行政ネットワーク7

２８

３０２８

３０

３０

ホームページ運営事業
（玉村町のホームページをシステム活用し誰もが利用
しやすいホームページを運用運用する）

総合行政ネットワーク管理事業
（全国の自治体をつなぐ行政専用回線機器の保守管
理事業アルし誰もが利用しやすいホームページを構
築し運用する）

事業期間 年度別事業費
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　　８　健全な財政運営 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 担当課

7,593 7,593 7,593

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,593 7,593 7,593

10,348 10,348 10,348

国・県支出金 10,348 10,348 10,348

地方債

その他

一般財源 0 0 0

2
徴税事業
収納特別対策事業

継続

町税の徴収業務。自主財源確保のため、滞納処分を
実施し、町税の公平な収納を行う。

事業費

財
源
内
訳

２８ ３０

1 ふるさと納税奨励事業 新規 ２８ ３０

事業費

財
源
内
訳

町外・県外からふるさと納税で本町のまちづくりを応援
していただいた方に、謝礼として寄附金額に応じた地
元特産品を送付する。

税務課

総務課

事業期間 年度別事業費
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